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１．はじめに 

 歩行環境の改善と回遊性の向上を期待し、いくつか

の都市でﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ(以下、TMとよぶ)社会実験が実施

され、中心市街地の衰退問題に対する効果や課題が検

討されている。しかしながら、本格実施のためには、

(1)TM の最適規模、(2)活動拠点からTMまでの距離およ

び位置、(3)TMの歩行環境（歩道幅、交通規制、TM区

間長を含む道路交通条件）などの具体的指針を明確に

示す必要がある。またTMの歩行環境整備指標と、来街

者の回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数、移動距離などの回遊行動促進に関す

る指標との関係を明らかにする必要がある。本研究で

は、TMが実施された平成17,18年の長野市中心市街地

回遊行動実態調査に基づき、①市街地内移動距離と回

遊ﾄﾘｯﾌﾟ数とのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係、②市街地内での回遊ｴﾘｱ

実態を明らかにし、③回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数選択行動

ﾓﾃﾞﾙの構築を行うことを目的としている。 

２．回遊行動の分析ﾌﾚｰﾑと調査対象地域の概要 

 TM社会実験が行われた長野市中心市街地中央通りを

分析対象とし、中央通りのTM実施区間を中心に回遊行

動実態調査1),2),3)を行った。このうち、本研究の目的に

関連する来街者の移動距離、回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数、回遊ｴﾘｱを

把握するため、市街地内立ち寄り先とその目的、回遊

ﾙｰﾄ、個人属性ﾃﾞｰﾀを用いる。概要を表１に示す。 
表1 ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ実施概要 

 平成 17年以降 調査概要 
期間 5月 GW期間中 
区間長 約 700m 
時間 終日 
歩道幅 6.2m 

交通規制 
公共交通可 

一般車両禁止 
ｲﾍﾞﾝﾄｴﾘｱ数 8(ＣＳを除く) 

調査票配布部数
H17,H18:4000部

回収部数
H17:520,H18:521

回収率
H17,H18:13.0%

３．市街地内移動距離分布の推定 

 ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙの道路交通導入条件と移動距離の関係を

検討する。来街者は目的を達成するため、市街地内に

滞在し移動を繰り返す。目的を達成し終えると市街地

内での移動を止めて帰宅する。そこで来街者が来街し

てから帰宅するまでの市街地内での移動距離を市街地

内での生存と考え、移動距離の推定に生存時間ﾓﾃﾞﾙを

適用し、市街地内での移動の継続に影響を与える道路

交通条件などの諸要因を把握することを考える。道路

交通に関する要因ｘで構成した式(1)の関数を用いる。 

  h(l)＝h0(l)・exp(α1x1＋α2x2＋…)             (1) 

ここで得られた移動距離要因に基づいて、移動距離

分布を推定する。推定結果は発表時に示す。 

４．回遊範囲と回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数の同時選択ﾓﾃﾞﾙの構築 

(1)移動距離と回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数とのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係 

来街者は、市街地内に存在する目的施設を巡り、目

的を達成していくことで市街地内滞在効用が大きくな

るが、それに伴い市街地内での時間消費や移動距離な

どによる損失が増加し、市街地内滞在による負の効用

も大きくなる。したがって、来街者は両者の和が最大

となる回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数、すなわち回遊行動の継続の有無を

決めていると考えられる。回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数と移動距離には

相関が認められていることを考慮し1)、移動距離分布

を用いて上記のﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係を表す。本研究では図１に

示すとおり、まず来街者の移動距離Lに基づく負効用を

βLとする。つぎに来街者の市街地内移動距離確率密度

より、距離L以上の移動を止めてしまう確率F(L)を用い

て、移動を止めてしまうことによって目的が達成でき

ない目的未達成に関する負効用をγF(L)とする。ここ

で、βとγは負効用ﾊﾟﾗﾒｰﾀである。移動距離負効用と

目的未達成による負効用とのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮し、式(2)

に示すように両負効用の和から構成される総負効用を

最小にする移動距離あるいは回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数を決定して

いるとする。 
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図１ 移動距離と回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数とのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係 

min  V(L)= βL＋γF(L)        （2） 

ここでは、意思決定時の個人差を考慮し、式(2)の総

負効用によるﾛｼﾞｯﾄﾓﾃﾞﾙによる回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数選択行動ﾓ

ﾃﾞﾙを構築する。なお、移動距離の確率密度は前章の結

果を反映させるが、ここでは正規分布に従うと仮定し、
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来街者の総移動距離に基づいて市街地内の平均移動距

離と分散を与えた。ﾊﾟﾗﾒｰﾀ推定結果を表２に示す。 
表２ ﾊﾟﾗﾒｰﾀ推計結果 

 共通変数 パラメータ(ｔ値) 尤度比 
β － 0.003 (－7.627) 

全目的 
γ －20.505 (－7.508) 0.264 

 
 
 
 
 
 
 

図２ 移動距離と目的未達成負効用のﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係 
表２および図２から、移動距離と目的未達成要因は

負の効用であること、移動距離と目的未達成による負

効用はﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ関係にあり、両者の総負効用が最小にな

るﾄﾘｯﾌﾟ数を決定していることがわかる。 
(2)市街地内回遊エリアの実態 

 長野市街地内を50程度のｿﾞｰﾝに分けた。来街者が立

ち寄ったｿﾞｰﾝにｸﾗｽﾀｰ分析を適用することで来街者の

回遊ｴﾘｱﾊﾟﾀｰﾝを分類した。分類した結果を図３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 回遊ﾄﾘｯﾌﾟｴﾘｱ 

 図３に示すように、来街者の市街地内回遊ｴﾘｱは６ﾊﾟ

ﾀｰﾝに分かれていることがわかる。来街者は選択したｴ

ﾘｱにおいて、式(2)で示した総負効用を最小にするよう

な回遊ﾄﾘｯﾌﾟを行うと考えられる。 

(3)回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数の同時選択ﾓﾃﾞﾙの構築 

 前節(1)と(2)を考慮し、図４に示す回遊ｴﾘｱと回遊ﾄ

ﾘｯﾌﾟ数の選択構造ﾂﾘｰで構成される選択行動ﾓﾃﾞﾙのﾊﾟﾗ

ﾒｰﾀの推定を行い、同時選択構造を明らかにする。 

 

 

 

 

(a)選択構造ﾂﾘｰ１     (b)選択構造ﾂﾘｰ 2 

図４ 回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数の選択構造ﾂﾘｰ 

 ここで、回遊ﾄﾘｯﾌﾟｴﾘｱ選択効用関数は、ｴﾘｱi内の立

ち寄ったｿﾞｰﾝに存在する施設の総数Xiに基づいて式

(3)とする。前節どおりｴﾘｱ数は 6 とする。 
Vi=αi+ζ Xi                  (3) 

回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数に関する負効用関数は式(2)に定数項を

加えた式(4)とする。ﾄﾘｯﾌﾟ数は 5つに分類した。 

Vｍ=κm+β Lｍ+γ Fｍ(L)                              (4) 
λm: ﾛｸﾞｻﾑ変数に係る係数、αi、κm：定数項 

 表３に選択構造ﾂﾘｰ１のﾊﾟﾗﾒｰﾀ推定結果を示す。 

表３ 選択構造ﾂﾘｰ１のﾊﾟﾗﾒｰﾀ推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択構造ﾂﾘｰ 2 の推定結果は発表時に示す。両ﾂﾘｰの

推定結果を比較し、来街者の回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数の

選択構造を明らかにする。 

５．まとめ 

1)来街者は市街地内の移動距離損失と目的未達成によ

る負効用のﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮した回遊ﾄﾘｯﾌﾟを行っている。

2)来街者は市街地内において回遊ｴﾘｱを持っている。今

後の展開として、3)回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟ数の同時選択

行動ﾓﾃﾞﾙ分析より、回遊ｴﾘｱと回遊ﾄﾘｯﾌﾟの選択構造を

明らかにする。具体的な分析結果は発表時に行う。 
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項目 パラメータ t値 尤度比
α1 -0.596 -3.257
α2 0.066 0.494
α3 -1.514 -9.192
α4 0.189 1.389
α5 -1.833 -8.546
κ1 4.680 3.624
κ2 2.232 1.818
κ3 -0.657 -0.492
κ4 0.482 0.376
ζ 0.003 10.078
β -0.001 -4.101
γ -1.601 -1.181
λ1 1.260 2.082
λ2 2.556 3.939
λ3 3.690 4.860
λ4 3.174 4.601
λ5 3.273 4.901

定数項

共通変数

ﾛｸﾞｻﾑ変数

0.1458
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